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県支出金

地方債

0

21,952

その他

一般財源

①県障害者スポーツ大会参加者数は事業所に参加に呼びかけた結果、目標を上回った。
②の各種養成講座は、広報紙や市のホームページで周知を図った結果、目標を大きく上回ることができた。

障がい者が地域で自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、支援することも大事である。その一方で、一人でも多くの
市民に障がい及び障がい者に対する理解を深めていく必要がある。

指標名

県障害者スポーツ大会年間参加者数

手話奉仕員など各種養成講座の年間参加者数

070204
地域で支え合う体制づく
り

市民一人ひとりが共に支え合う地域社会を構築するため、住民参加型の福祉活動を
推進し、市内の各種福祉団体や市民活動団体等との連携強化を図ります。
また、日常生活での安全対策や災害などの緊急時に備え、安否確認や避難・誘導な
どを行うための支援体制づくりを進めます。

070203 健康づくりの促進

障がい者一人ひとりが安心して社会生活を営むことができるよう、健康診査、健康
相談等の充実など、身体と心の健康づくりに取り組みます。
また、内部障がい等の大きな原因となる高血圧、糖尿病などの生活習慣病やうつ病
などの精神疾患等について、発症や重症化の予防に努めます。

070202 生活しやすい環境づくり

障がい者の社会参加を促進するため、外出支援の充実や施設のバリアフリー化など
の環境整備を進めます。

施策の概要

070201
こころのバリアフリーの
推進

障がいのある人とない人との相互理解を深める「こころのバリアフリー」を推進す
るため、イベントやスポーツ大会など、様々な機会を捉えて障がいに関する理解の
促進や広報に努めます。

事業費
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32,467
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施策 0702 障がい者の社会参加の促進 施策推進担当部 福祉保健部

H29目標値 H30目標値

H29実績値 H30実績値

基準値
（H26）

H28目標値

H28実績値

施策の方針
障がい及び障がい者に対する理解を促進し、障がい者の活動環境の整備や地域における支え合いの体制
づくりを進めるとともに、障がい者一人ひとりの身体と心の健康づくりに取り組む。

基本計画における目標値

平成 29 年度 施策評価表

単位
H28年度

達成率 進捗率

7,845

7,014

40,312

人件費

施策達成状況の説明

フルコスト

3,969

22,291

決算
（単位:千円）

24,237

3,041

0

4,033

8,062

内
訳



【ＣＨＥＣＫ（評価）】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

平成30年度新規事業

【評価調整委員会意見】

【最終評価（都市経営戦略会議）】

評価調整委員会意見のとおり

≪特記事項≫

1 施策推進担当部意見のとおり
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4,039

5

4

3

2

障がい福祉課 4,039

問題点・課
題を踏まえ
た施策構成
事務事業の
改善・改革
や新規事業
についての
考え方

　誰もが便利で暮らしやすいまちづくりを推進するためには情報発信をしていくことが重要であるため、障がいや障がい者
に関することや制度について、広報紙やホームページに随時、情報を掲載する。
　新規事業の手話推進事業については、今後、手話の普及を推進していくために、情報発信及び手話が使える人々を増やす
ための事業を実施する。事業の実施に当たっては、関係団体との協議は勿論のこと、市民の意見を拝聴しながらすすめなけ
ればならない。

事業名（仮称） 担当課 対象・事業概要など
H30年度見込

事業費

市民に対してろう者及び手話に関する理解促進や手話の普及、ま
たろう者が手話を使いやすい環境整備を行い、ろう者と聞こえる
人が互いを尊重する地域社会の実現を目指す。

施策を達成
する上での
問題点・課
題

≪特記事項≫

　障がいの有無にかかわらず、誰もが互いに人格と個性を尊重し支え合って共生する社会を実現するため、合理的配慮を怠
らず、バリアフリーに努めるとともに、障がいや障がい者（児）についての市民の理解を促進することが重要である。
　手話言語条例について、全国各地で条例が徐々に制定されており、本市においても手話言語条例（平成30年1月1日施行）
を制定したが、有効的な事業を実施して行かねばならない。

1 手話推進事業


